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福島原発事故により、日本の安全関連系エンジニアリングはその権威と威信を失った。今こそ、一般の方々が持つ「危

険・不安」という科学技術への不信感を払拭し、「安全・安心」につながる信頼を取り戻さなければならない。そのため、

我々エンジニアには、「リスクアセスメント、安全確認型、第三者認証」など世界で通用する安全技術を身に付け、具体

的に活用することが迫られている。これら国際安全規格関連技術の教育と実践について、当社での事例を基に報告する。 
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1. はじめに 
 
国際安全規格における基本的な技術に、リスクアセス

メント（Risk Assessment、以下RA）がある。厚生労働省

が 5 年毎に実施している労働安全衛生基本調査：平成 22
年（2010 年）版1）

このような背景において、当社では 2008 年初めから

SSP（Safety Solution Project）と呼ぶプロジェクトチーム

を編成し、「国際安全規格の関連技術を事業の付加価値と

する」ことを目的とし、「安全ソリューション創出とそれ

を支える人材育成」を目標に、社内外の啓蒙と教育を実

施した。 

によれば、RAを実施している事業所

の割合は 33.8%に止まっている。RAを実施していない事

業所においては、実施していない理由に「十分な知識を

持った人材がいないため」とする回答が、40.5%と最も多

い割合を占めている。 

SSP 活動の当初は紆余曲折もあったが、上記の目的と

目標を明確に示して啓蒙活動を進めた結果、社内の国際

安全規格講座には受講者が積極的に参加するようにな

り、自ら学ぶ環境を整えることができた。さらに、学会・

工業会などで安全の第一人者として活躍する人材を育成

し、当社のプレゼンスを高めている。 
本論文では、これら国際安全規格の教育と実践につい

て振り返り、社内教育プログラムの成立過程におけるキ

ーポイントを、事例を基に報告する。 
 
2. 教育目的の明確化 
2.1 安全意識の違いを明らかにする（気付き） 
日本の生産機械や設備は、設計・保全技術者の経験に

裏打ちされた日々の補修・改修努力により、安全に商品

を生み出し続けている。一方、欧州機械指令に端を発し

た国際安全規格は、機械・設備に対する安全性要求に、

異なったアプローチを求めている。すなわち、 

・機械は壊れる。人間は間違える。 
・絶対的な安全は存在しない。 
・安全は定量化できる。 

と言う考えに基づき、安全関連機器ユーザ・サプライヤ

ーの双方に対し、機械・設備の安全確保に努めることを

要求している（表 1）。 
 

表 1 日本の安全意識と国際安全規格との比較 
 

 
 

2.2 活動の方針と目的を示す（動機付け） 
このような新たな考え方は、当然のように社内各所か

ら反発を招き、SSP 活動の妨げとなっていた。そこで、

国際安全規格の根底に流れる思想は、日本の安全技術と

相反するものではないこと。すなわち、「当社の製品、シ

ステム、サービス事業に付加価値を与えるもの＝活動の

目的」であることを理解してもらうための啓蒙を行った。

特に、当社独自の考え方である＋Safety を基本方針とし

て掲げ、国際安全規格の浸透と活用を図った（図 1）。 

研究資料 



TRANSACTIONS OF JASVET VOL. 30, NO. 1 2014 
 

- 172 - 
 

 
図 1 国際安全規格の活用方針 

 
 
3. 教育目標の達成状況 
3.1 安全のワンストップサービス 

原発事故のみならずプラント火災や機械装置での人災

事故など、重大事故の増加を受けて安全・安心への社会

的関心が高まるとともに、企業に対する要求も厳しさを

増している。このような状況で当社は、顧客に対し安全・

安心を届けることが企業の社会的責任の一つであると認

識し、「トータル安全ソリューション」の提供を行なって

いる 2）。その業務は、リスクアセスメントやコンサルテ

ィングから安全改修・廃棄までの全安全ライフサイクル

に渡って、ワンストップで安全関連製品や安全関連サー

ビスを提供することから成り、顧客の安全投資を最大限

に生かすソリューションを実現している（図 2）。 
 

 
図 2 トータル安全ソリューション 

 
3.2 安全ソリューション実施体制 

このソリューションを通じて顧客の安全を支えて行く

のは、当社が規定するセーフティエンジニアと呼ばれる

プロフェッショナル集団である。セーフティエンジニア

は、リスクアセスメントやコンサルティング、安全シス

テム設計、安全製品の開発支援などを行ない、その役割

によって３つのレベルに分かれている（図 3）。この中で

も、特に最も高度な知識や能力が要求される 80 名弱のセ

ーフティイノベータは、日本認証株式会社が認証するセ

ーフティアセッサ（SA: Safety Assessor）や、テュフ ラ
インランド ジャパン株式会社が認証するファンクショ

ナル  セーフティ  エンジニア（FSE: Functional Safety 
Engineer）などの資格を所持している。 
 

 
図 3 トータル安全ソリューション実施体制 

 
 
4. 教育目標の達成課程 
4.1 トータル安全ソリューション実現の経緯 

前項で示した実施体制の構築には、社内における安全

意識の醸成と、各自が携わる事業付加価値向上の手段と

して、トータル安全ソリューションモデルの提供が急務

であることを示す必要があった。そのため、安全ソリュ

ーションビジネスプロジェクト（SSP）を立ち上げ、安

全を KEY とするビジネス拡大の検討に入った。 
プロジェクトの当初に、安全はそれだけでは当社事業

として成り立たせることが難しく、既存の各種制御機器、

エンジニアリング、サービスの付加価値を高めるもので

あると気づいた。そこで、先ず「安全の付加価値：＋Safety 
VieW」を表すコンセプトロゴを制定し、社内を手始めに

顧客、業界へのプロモーションを実施した（図 4）。 
 

 
図 4 安全の付加価値（+Safety VieW） 

 
次に、開発動向も含めた当社・他社の製品・技術を網

羅的に調査し、＋Safety VieW のドメインを確定させた。

◆ プラスセーフティービュー® ブランド

◆ 「安全の視点」を「プラス」した価値を持つ

ソリューション

富士電機グループの安全新ブランド

®

®
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同時に、ビジネス拡大のターゲットとなる顧客（ビジネ

ス分野）を選定、競合との得失を念頭に戦略的マーケテ

ィングを実施し、潜在顧客の開拓を行った。 
これらの活動を基に、ビジネス拡大の両輪となる技術

部門と営業部門に対する国際安全規格教育プログラムを

作成・実施して、＋Safety VieW に関連する商品の開発と、

拡販ツールの拡充に努めた。 
 

4.2 安全意識の醸成とソリューション体制構築 
技術部門、営業部門のメンバーに、納得した上で国際

安全規格教育に参加してもらうためには、安全がビジネ

ス拡大の KEY であることを示す必要があった。そこで、

先ず、経営層に対して国際安全規格に基づく安全学入門

講座を開催し、企業の社会的責任（CSR: Corporate Social 
Responsibility）として安全に取り組む必要性を説いた。

次に、全国の工場、営業拠点に対して出前の国際安全規

格入門講座を実施して、社内の安全意識醸成を行なった。

訪問した拠点は全国 17 箇所、参加人員は技術部門が 800
名弱、営業部門は 400 名を越え、国際安全規格教育プロ

グラムの必要性を認識してもらうことができた。これら

の啓蒙活動には約 1 年半の期間が必要であったが、初期

に参加したメンバー（＝安全をビジネス拡大に繋げるモ

チベーションが高い）の中から SA や FSE の資格を取得

する者が多数現れ、トータル安全ソリューションをリー

ドする体制が次第に出来上がって行った。 
 

4.3 国際安全規格教育プログラム 
これらの啓蒙活動を実施しながら、同時並行で国際安

全規格の教育プログラムを作成した。プログラムの構成

は図 2 のトータル安全ソリューション実施体制に合わせ

たカリキュラムとし、技術、営業それぞれに要求される

知識を体系的に学べるように工夫している（図 5）。 
 

 
図 5 トータル安全ソリューション教育プログラム 

 
4.3.1 技術者向けカリキュラム 
目的：国際安全規格を活用して製品の付加価値を高める。 
目標：国際安全規格エキスパートクラス。 

手段：下記、基礎・実践・応用 3 段階のカリキュラム。 
①基礎講座（対象：ものつくり技術者） 
・国際安全規格の理念 
・国際安全規格の体系とベストプラクティス 
・講座概要 

安全は恒久的なものではない。リスクと、そのリス

クを受容することによる利便性の上で成り立つ、「あ

る時点のありさま＝状態」を示していることを理解し

なければならない。また、安全は、機械・設備（危険

源）を供給する「第一者」と、それを使用して利益を

生み出す「第二者」との契約により成り立つ。従って、

利害関係のない第三者がこの危険源により損害を被

ることがあってはならない（他人を巻き込まない）。

開発・設計段階で「もしかしたら」と思うことは、経

験上クレームとして発現していることが多い。先ずは、

設計・開発段階で安全を作り込むこと＝事前責任が重

要である（図 6）。 
 

 
図 6 国際安全規格をビジネスに活用する 

 
②実践講座（対象：安全関連製品開発者） 
・機械安全規格の適用技術 
・機能安全規格の適用技術 
・講座概要 

国際安全規格に対応するキーワードは、以下の 3D
となる。 

診断(Diagnosis)：安全を維持（ex. PFHd を小さく）

するのは、診断とその結果の見える化である。 
多様(Diversity)：個別、システム故障を避けるには、

多様性を持つものづくりが必要。 
文書(Document)：機能安全のシステムを維持、第三

者評価に耐えるようにするには文書が重要。 
安全の理念を正しく理解し、安全度を高めるための

正しい論理・技法・技術を示せば、安全規格に対応す

るコストも削減できるし、第三者認証機関とも上手く

付き合うことができる。品質(ISO 9001), 環境(ISO 
14000), 情報(ISO 27001)という国際規格の波を乗り切

ってきた産業界は、和魂洋才・和魂和才の知恵で国際

安全規格をうまく活用しなければならない（図 7）。 
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図 7 人財育成とビジネスの付加価値 

 
③応用講座（対象：安全関連技術専門家） 
・国際安全規格適用開発 OJT 
・セーフティソリューション適用技術商談 OJT 
・講座概要 

国際安全規格を生かした製品開発、技術商談獲得の

ために必要な経験を得るために、セーフティイノベー

タが適宜 OJT を実施する（図 8）。 
 

 
図 8 セーフティイノベータによる安全技術の OJT 

 
4.3.2 営業者向けカリキュラム 
目的：国際安全規格を KEY に商談を勝ち取る。 
目標：国際安全規格で顧客と対等以上に話しができる。 
手段：下記、入門・実践 2 段階のカリキュラム。 
①安全適用商談入門講座 
・国際安全規格と安全関連製品の概要 
・安全コンサルテーション、ソリューション事例 
・講座概要 

国際安全規格の概要と自社の対応製品群を紹介し、

ユーザの隠れたニーズを掘り出す Q&A 事例を学ぶ。 
②安全適用商談実践講座 
・リスクアセスメントの必要性を顧客に訴求する OJT 
・リスクアセスメント実施から商談へと繋げる OJT 

・講座概要 
実商談にセーフティイノベータが同行し、安全を

KEY とする商談獲得方法を示す。 
これらの講座を実施してアンケートを取った結果を、

図 9 に示す。国際安全規格が商談獲得 KFS（Key Factor for 
Success：成功要因）の一つであることは、充分に理解し

てもらっている。 
 

 
図 9 安全講座受講者アンケート 

 
 
5. あとがき 

SSP（Safety Solution Project）活動により、製品開発に

おけるリスクアセスメントの定着率は大幅に向上した。

また、安全が絡んだ商談においては、見積書の提出が従

来の倍以上に達している。国際安全規格教育という一つ

の事例であるが、目的と目標を明確に示せば、受講者が

自ら学ぶことが判っていただけたと思う。 
本報告が、産業界のみならず、学界、官界における教

育発展の一助となれば幸いである。 
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自己啓発、安全技術習得での受講希望が増えてきている
⇒安全技術講座への導入が重要である

安全を初めて聞く社員が多い。
⇒製品安全、国際基準安全の浸透に役立った

「安全」を業務に取り入れるポテンシャルは非常に高い。
⇒今後の人財育成が重要。

安全の問合せはまだ少なく、市場立ち上がり前である。
⇒海外顧客からSIL達成要求などの問い合わせが増え
てきている


